
介護支援専門員による
個別避難計画作成のスキーム

事業スキームについて
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○ 要支援者3,380人のうち、991人が個人情報の提供等に同意しており、そのうち236人（23.8％）の計画が作成済み。
○ 個別避難計画は、主に防災危機管理室の郵便案内等や自主防災組織の活動、民生委員・児童委員の支援により

作成されている。
○ 新規該当者（介護・障害の認定、施設からの退所など）と非該当者（快復、死亡・転出）が随時発生しており、

年に500名程度、新規要支援者が捕捉されている。

１．個別避難計画に係る本市の現状と課題

（要支援者の個別避難計画の概要）

要支援者

避難支援等関係者大牟田市

災害時

平時
※１：要支援者（避難行動要支援者）

…地域防災計画で定める者
在宅者のうち、
①要介護認定３～５ ②身体障害１、２級
③療育手帳Ａ ④精神障害１級
⑤前記以外で市長が支援の必要を認めた者

避難支援

個別避難計画の作成
【主な記載事項】
・避難支援等実施者の選定
・避難先、避難経路
・緊急の連絡先
・利用している医療機関等
・心身の状況

個別避難計画の活用

・避難支援、避難誘導
・情報提供、声かけ
・具体的な支援とその要否
・安否確認

※２：避難支援等関係者
…地域防災計画で定める者

①消防団 ②警察署
③社会福祉協議会
④民生委員・児童委員
⑤自主防災組織等（校区など）

※２

避難支援等実施者
（家族、地域等）

※１

個別避難計画の提供
情報の共有

個別避難計画に係る本市の現状

○ 現状の取り組みでは、「個人情報の提供等の同意確認」と「個別避難計画の作成」に限界がある。
○ 災害発生時の避難支援者の確保が困難であり、個別避難計画の作成が進まない。
○ 要支援者の状況の変化を適宜把握することが困難であり、個別避難計画の更新・見直しが不十分。

課題

※人数はR6年7月時点
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○ 近年の災害においては、ケアマネジャー等の福祉事業者が中心となって献身的に担当利用者の安否、居住環境等を
確認し、ケアプランの変更、緊急入所等の対応を行うなど重要な役割を担っているところもみられる。さらに、令和
３年度より、居宅介護支援事業者・相談支援事業者含め、全ての介護サービス事業者等に 、業務継続に向けた計画等
の策定の実施等が、３年間の経過措置を設けた上で義務づけられたところでもあり、市町村の防災関係部局、福祉関
係部局及び保健関係部局は、福祉事業者との連絡を密に取り、積極的に連携していくことも有効な方策の一つである。

２．防災と福祉の連携

○ 個別計画は、市区町村が策定の主体となり、関係者と連携して策定する必要がある。なお、策定の実務として、
当該市区町村における関係者間での役割分担に応じて策定事務の一部を外部に委託することも考えられる。
その場合であっても、市区町村は、個別計画の策定主体として、適切に役割を果たすことが必要である。

○ 個別計画を連携して策定する関係者としては、庁内の防災・福祉・保健・医療などの関係する部署のほか、庁外の
介護支援専門員や相談支援専門員などの福祉専門職、民生委員、町内会長・自治会長等、自主防災組織、地域医師会、
居宅介護支援事業者や相談支援事業者などの事業者、社会福祉協議会などの地域の医療・看護・介護・福祉などに
関する職種団体、地域で活動する障害者団体、地域福祉コーディネーター・専門機関・社会福祉協議会が主導する
住民による地域の支え合いのネットワーク等（以下「個別計画策定等関係者」という。）がある。

○ 個別計画策定等関係者のうち、特に介護支援専門員や相談支援専門員は、避難行動要支援者のうち介護保険サービス
等の利用者について、日頃からケアプラン等の作成を通じて、避難行動要支援者本人の状況等をよく把握しており、
信頼関係も期待できることから、個別計画策定の業務に、福祉専門職の参画を得ることが極めて重要である。

○ また、個別計画を策定する際の関係者との連携は、福祉専門職や社会福祉協議会を始めとして、策定の際に連携する
相手方としては多様な主体が考えられることから、地域の実情を踏まえ、自らの地域にとって最善な連携の在り方を
検討することが重要である。

個別計画の策定に係る方針及び体制

注：避難行動要支援者の避難行動支援に関する取り組み指針より抜粋

避難行動要支援の安否確認の実施
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３．災害時リスク・アセスメントシート

主な内容（目次抜粋）
・災害支援活動の基本的な考え方
・介護支援専門員

平常時から準備しておくこと
災害時リスク・アセスメントシート
災害時利用者一覧表
災害時情報提供書

発災当日～3日間（応急期）
発災４日目～１か月（応急期～復旧期）
発災１か月～２、３年（復旧～復興へ）
災害時下でのケアマネジメントへの課題

課題
チェック

特別な
医療

電源使用

の

医療機器

内服・衛

生用品

電源使用
の

福祉用具

危険

チェック

関係者と検討した大規模災害時の対策を記載する
課題が残る場合は優先順位にレ点を入れましょう

利用者氏名 　                         　　　　　　殿　　※ 課題や危険があると予想される場合は□の箇所にレ点を入れましょう

必要な自宅備蓄品や非常持出品(保険証・常備薬、

お薬手帳など)の準備が揃っていない

a.
医

療
や

介
護

の
状

況

※優先順位にチャック(レ点)が入った場合は別紙一覧表に反映させます

健康や
介護

災害時リスク・アセスメントシート(課題・対応策整理票)

項目 課題の整理

b.住居・周辺

環境

家屋が古い(昭和56年以前)、家が傾いている、地盤
が弱いなど震災時に倒壊が心配される
※ 別紙「誰でもできる我が家の耐震診断」を参照

震災時に家具等が転倒する危険がある

津波や水害やがけ崩れ、液状化等の危険が予想さ

れる
※ 対象地域のハザードマップを確認しておきましょう

□ 電動ベット　□ エアマット　□ 昇降機

□ その他(                                       )

□ 点滴の管理　　　　□ 中心静脈栄養

□ 透析　　□ ストーマ・カテーテルの管理

□ 気管切開の処置　□ 疼痛の管理

□ 経管栄養            □ じょくそうの処置

□ その他(                                         )

□ レスピレーター(人工呼吸器)

□ 酸素療法     □ 吸引器

□ その他(                                        )

欠かせない医薬品や衛生用品がある

避難ルートに危険個所(がけ崩れ、水害、ブロック塀

崩壊の危険など)がある

災害時に配慮すべき健康や介護の課題がある
※ 精神疾患や認知症等による避難生活の課題はここに

記載する

項目 課題の整理 避難所生活、停電時など予想される課題
関係者と検討した大規模災害時の対策を記載する

優先的に安否確認が必要と判断した場合は優先順位にレ点を入れましょう

優先
順位
②

作成日 : 年 月 日

作成者所属 :                                                      .

作成者氏名 :                                                      .

※住居所有者や本人、家族の意向を確認し、 行政の防
災や建築関係者から自宅の耐震や転倒家具防止、受け
られる補助、避難経路などの必要なアドバイスを受けら
れるようにしましょう。

※ 無料耐震診断や耐震補強の助成金、転倒防止器

具の取付費補助、ブロック塀の撤去費の補助制度な
どを確認しておきましょう。

自宅内の危険個所や長時間過ごす寝室や居間などの間取

りを記載しましょう。また、自宅や周辺の危険箇所を把握し
ておきましょう。

優先
順位

①
※ 医療機関や薬局、難病担当の保健所、医療機器・福祉用具業
者などでも防災マニュアルなど災害時対策の検討をすでに行って

いることもあります。本人や介護者と共に、事前に関係者と話し
合っておきましょう。

予想される
課題を事
前に関係
者と検討し
ておきま
しょう

予想される
課題を事前

に関係者と
検討してお
きましょう

災害リスク・アセスメントシート
【主な記載事項】
・医療や介護の状況
・住居・周辺環境
・避難する所
・避難方法
・心身の状況
・利用者のサポートネットワーク
・利用者の避難経路及び避難箇所
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○ 介護支援専門員が持つ、ケアプランや災害時アセスメントシート等や聞き取りにより、要支援者の同意のうえで
大牟田市の避難計画フォーマットに落とし込んだものを大牟田市へ提出。

○ 大牟田市より避難支援等関係者へ避難計画等の情報提供をすることで３者が同一の情報を共有し、避難支援等
関係者も避難支援で連携ができるような体制を目指す。

○ また、必要に応じて福祉避難所への移送や避難生活での配慮等にも活用する。

４．介護支援専門員との連携による避難計画の作成と実効性の確保

（要支援者の個別避難計画の概要）

要支援者

避難支援等関係者
大牟田市

災害時

平時
※１：要支援者（避難行動要支援者）

…地域防災計画で定める者
在宅者のうち、
①要介護認定３～５ ②身体障害１、２級
③療育手帳Ａ ④精神障害１級
⑤前記以外で市長が支援の必要を認めた者

避難支援

個別避難計画の提供
情報の共有

個別避難計画の作成
【主な記載事項】
・避難支援等実施者の選定
・避難先、避難経路
・緊急の連絡先
・利用している医療機関等
・心身の状況

個別避難計画の活用

・避難支援、避難誘導
・情報提供、声かけ
・具体的な支援とその要否
・安否確認

※２

避難支援等実施者
（家族、地域等）

※１ 個別避難計画の作成
同意確認

個別避難計画
及び同意書の提出

避難支援
に係る連携

介護支援専門員

介護支援専門員との連携による避難計画の作成

○ 事前に災害時の避難について計画を作成しておくことで、早期の避難行動につながり、余裕を持った対応ができる。
○ 平時から個別避難計画の作成等を進めることで、地域や関係機関との関係構築につながる。また、発災時の利用者の

避難支援において、避難支援等関係者との連携が図れる。

介護支援専門員との連携による実効性の確保

※２：避難支援等関係者
…地域防災計画で定める者

①消防団 ②警察署
③社会福祉協議会
④民生委員・児童委員
⑤自主防災組織等（校区など）
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ケアマネ
連協

大牟田市ケアマネ
（介護事業所等）

本人または
家族等関係者

大牟田市

避難支援等関係者

・民生委員
・警察署
・消防署
・消防団
・まちづくり協議会（※９校区）

本人

個別避難計画作成促進事業のイメージ

事業イメージ

事業委託

計画作成
（支援が必要）

計画に関する相談
（計画の項目が記載できない等）

計画提出
取りまとめ後

提出

名簿・計画
提供

【平時】
・見守り
・声かけ

※（R6.3時点）駛馬、天領、中央、大正、白川、平原、三池、倉永、上内

名簿の活用イメージ

【名簿・計画の提供】
平時は同意者のみ事前に提供
災害時は対象者すべて提供

【名簿・計画の作成確認】
・支援について

支援が「必要」か「不要」の確認

不要な場合は、計画の作成不要

・計画の作成、提供
計画を「平時から提供」か「災害時

のみ提供」か確認

【災害時】
・避難の声かけ
・安否確認等

※連協の会員・非会員
に関係なく受付け
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５．事業のスケジュール

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

説明会（8月19日、22日）

個別避難計画の作成

意見聴取（予定）

名簿の更新

避難支援等関係者
へ情報共有

対象：要介護３～５の在宅者
対応：①利用者への個人情報等に係る同意確認

②個別避難計画の作成
＜記載項目＞
・避難行動要支援者の情報
（氏名、住所又は居所、電話番号等連絡先、支援が必要な理由等）
・避難支援等実施者の氏名又は団体の名称、住所又は居所、電話番号等連絡先
・避難施設その他の避難場所、避難路その他の避難経路に関する事項

※利用者からの聞き取り、または既存情報からの計画作成

事業所等への支払

研修会（2回程度）

個別避難計画作成

個別避難計画の提出（作成後、適宜ケアマネ連協へ提出）

事業所等からケアマネ連協へ
実績報告の提出

１１

事業参画の登録※別添１参照 ←９月以降の参画も可能です

市から協力事業所・協力者への依頼通知



５．事業のスケジュール（事業参画の登録 ）

１２

本説明会後、事業の趣旨をご理解のうえ、ご協力いただける場合は、
８月３１日までに参加届け（別添１）により、事業参画の登録をお願いします。
市で登録申請を確認後、９月上旬を目途に協力事業所および協力者へ依頼を通知します。

協力依頼（事業所宛） 協力依頼（ケアマネ宛）参加届け


